


２０２５（令和７）年度市民ネット政務活動費内訳一覧

月 日 収入 支出 差引残高 項目 備考
領収書

No.

4 15 360,000 360,000 令和７年度政務活動費

5 13 43,222 316,778 調査研究費 航空券（旭川空港〜羽田空港） 1

5 13 43,222 273,556 調査研究費 航空券（旭川空港〜羽田空港） 2

5 13 43,222 230,334 調査研究費 航空券（旭川空港〜羽田空港） 3

6 30 2,600 227,734 調査研究費 夕食代金(２名) 4

6 30 1,380 226,354 調査研究費 夕食代金(１名) 5

6 30 1,770 224,584 調査研究費
交通費（３名）

（羽田空港→東日本橋）
6

6 30 26,505 198,079 調査研究費 宿泊料東横イン（３泊） 7

30 26,505 171,574 調査研究費 宿泊料東横イン（３泊） 8

30 26,005 145,569 調査研究費 宿泊料東横イン（３泊） 9

7 1 360 145,209 調査研究費
交通費

（馬喰横山→南阿佐ヶ谷）
10

1 360 144,849 調査研究費
交通費

（馬喰横山→南阿佐ヶ谷）
11

1 360 144,489 調査研究費
交通費

（馬喰横山→南阿佐ヶ谷）
12

1 4,500 139,989 調査研究費 昼食代金（３名） 13

1 1,230 138,759 調査研究費
交通費(３名)

（阿佐ヶ谷→日本橋）
14

1 4,322 134,437 調査研究費 夕食代金（３名） 15

2 660 133,777 調査研究費
交通費(３名)

（馬喰横山→新宿）
16

2 2,220 131,557 調査研究費 交通費(３名)（新宿→東青梅） 17

2 2,250 129,307 調査研究費 昼食代金（３名） 18

2 3,330 125,977 調査研究費
交通費(３名)

（東青梅→南越谷）
19

2 540 125,437 調査研究費 交通費(３名)（新越谷→草加） 20

2 1,440 123,997 調査研究費
交通費(３名)

（草加→小伝馬町）
21

2 4,500 119,497 調査研究費 夕食代金（３名） 22

3 4,500 114,997 調査研究費 昼食代金（３名） 23

3 1,770 113,227 調査研究費
交通費(３名)

（東日本橋→羽田空港）
24

3 1,500 111,727 調査研究費 駐車料金（旭川空港） 25

3 4,500 107,227 調査研究費 夕食代金（３名） 26



4 1,417 105,810 調査研究費 燃料費 27

8 12 1,170 104,640 調査研究費 高速料金（士別剣淵→旭川北） 28

10 1 2,080 102,560 広聴費
意見交換会会場利用料

（ふうれん地域交流センター）
29

10 10 1,430 101,130 広聴費
意見交換会会場使用料

（名寄市民文化センター）
30

11 17 6,050 95,080 広報費 意見交換会北都新聞掲載料 31

11 19 4,614 90,466 広聴費 意見交換会お茶代 32

12 2 10,560 79,906 広報費 意見交換会名寄新聞掲載料 33

差引合計

360,000 280,094 79,906



























令和７（2025）年度

名寄市議会

市民ネット

会派行政視察

令和７（2025）年 6月 30 日（月）〜7月 3日（木）

東京都杉並区・東京都青梅市・埼玉県草加市



【東京都杉並区】

議会における D X 化について

報告者 山崎真由美

１ 実施年月日 令和７年７月１日（火）１０：００〜１１：３０

２ 場 所 杉並区議会

３ 対応者 杉並区議会事務局 武原 進悟 調査担当係長

説明員 杉並区議会事務局 秋吉 誠吾 事務局長

杉並区議会事務局 橘川 敦江 議事係主査

名寄市議会 高野美枝子 、 倉澤宏 、 山崎真由美

４ 視察の概要

（１）杉並区の概要

人 口 ：５８１,８２９人（男性 280,000 人、女性 301,829 人）（令和７年７月１日現在）

世帯数 ：３３８,８９０世帯

面 積 ：３４.０６㎢

人口密度：約１７,０９５人/㎢

杉並区は東京都２３区の西部に位置し、「城西地区」と呼ばれている。

東は中野区、渋谷区、西は三鷹市、武蔵野市、南は世田谷区、北は練馬区と隣り合って

いる。東京２３区の中では８番目の面積を有し、自然が豊富な閑静な住宅地域として発展

してきた。J R 中央線沿線（高円寺・阿佐ヶ谷・荻窪・西荻窪駅周辺など）を中心として商

店街が発達しており、「中央線カルチャー」と呼ばれる独自の文化を築いている。

地形的には武蔵野台地上にあり、全体的になだらかな高台地域であり、特に高台に沿っ

て古来より甲州街道、青梅街道が南北の区境近傍に東西に通っている。

（２）区議会の概要

議員数は条例定数 48 人に対し現員数は 47 人であり、次期改選は令和９年４月である。

常任委員会等の構成は、総務財政委員会（10 人）、区民生活委員会（9 人）、保健福祉委

員会（10 人）、都市環境委員会（9人）、文教委員会（9人）の５常任委員会に加え、議会運

営委員会（12 人）となっている。

また、特別委員会の構成は、災害対策・防犯等特別委員会（12 人）、道路交通対策特別委

員会（12 人）、文化芸術・スポーツ・まちのにぎわいに関する特別委員会（11 人）、D X・

議会改革に関する特別委員会（12 人）予算審査特別委員会（２月定例会会期中、全員）

決算審査特別委員会（９月定例会会期中、全員）となっている。

議会事務局の現員合計は 21 名であり、その内議事係は 9名である。



（３）視察の概要

〈１〉議会運営の D X 化について 杉並区議会で導入しているツールについて

SideBooks(東京インタープレイ株式会社)

導入目的 ・配布資料、掲示板に掲示する資料等の格納

・例規集、マニュアルの格納

利用端末 事務局：業務用 P C（ブラウザ）

議員 ：貸与 P C（アプリ）、私物の端末等

利用料金 基本料金（容量１GB）:240,000 円

ライセンス（〜100 ユーザー）：240,000 円

容量追加（10GB）：540,000 円

合計：1,020,000 円(税込 1,122,000 円)

費用の個人負担なし

導入にあたって ・文書共有システム利用ルールの制定

利用目的、アカウントの管理、運用ルール等

・議会運営申し合わせ事項の改訂

電子機器の使用に関する項目追加

LINE WORKS(LINE WORKS 株式会社)

導入目的 事務局と議員間の連絡、SideBooks に資料を登録した旨の通知、災害時安

否確認等

利用端末 事務局：業務用 P C（ブラウザ）

議員 ：貸与 P C（アプリ）、私物の端末等

契約人数 議員 48 人、事務局 21 人、合計 69 人

利用料金 450 円×69 人×12 ヶ月×1.1=409,860 円 費用の個人負担なし

導入にあたって ・コミュニケーションツール利用ルールの制定

利用目的、アカウントの管理、運用ルール等

・議会運営申し合わせ事項の改訂

電子機器の使用に関する項目追加

オンライン会議について

実施経過

令和２年度 規定整備に向けた検討開始（ICT 活用推進検討委員会）

必要機器調達、地方創生臨時交付金を活用しモニター等調達

令和３年度 オンライン会議実施要綱の制定（R3.4.26）

委員会条例の改正（R4 年 1 定）

オンライン会議実施要綱の制定（R4.2.16）

令和４年度 模擬委員会開催（ICT 活用推進検討委員会）

オンライン委員会マニュアル整備

議員用 ：委員会の流れ、不具合が生じた際の対応

事務局用：機器の設定（音量など）、設営方法



令和５年度 オンライン委員会開催（DX・議会改革に関する特別委員会）

模擬委員会開催（ICT 活用推進検討委員会）

令和６年度 オンライン会議開催 議運理事会：計４回

政務活動費調査検討委員会：計２回

オンライン委員会開催 議会運営委員会：計２回

模擬委員会開催（ICT 活用推進検討委員会）

令和７年度 オンライン委員会開催 議会運営委員会：計２回

オンライン会議開催までの流れ

事前準備 必要物品の確保（事務局） 端末：３台（主催者用、予備２台）

＊令和６年度までは 180°カメラ２台、端末５台

事前に接続状況の確認（事務局と希望する委員）

前日 会場設営及び音響テスト（事務局）

担当書記を中心に係全員で設営を実施

当日 ・委員会室の音響最終テスト（事務局）→マイクの音量、主催者 PC 設定

・会議５分前の接続テスト（委員長と委員）

・会議前の案内（委員長から委員へ）

・開会冒頭の接続確認（委員長と委員）

・開会後、委員長が改めて委員の映像と音声を確認し出席を許可

注意事項 オンライン参加委員

・発言時以外はマイクをミュートにする

・発言する時は画面に映るように挙手し、委員長からの指名後マイクのミュー

トを解除する

・議事に関係のない音声や映像が入らないよう注意する

委員会室参加委員

・端末の音声やマイクは常にミュートにする

・少し大きめの声で、ゆっくりはっきりと発言する

会議の配信について

本会議 ライブ配信（H24 1 臨）、AI 字幕表示入り（R6 2 定）

録画配信 （H20 1 定）

予算・決算特別委員会

録画配信 （H22 3 定）

＊配信のタイミングは、速報版は会議終了後から概ね 24 時間以内、詳細版は会議終了後

から概ね１週間後

＊詳細版の映像は業者対応で、本会議は議事日程ごとに映像を分割、代表・一般質問は

質問者ごとに分割、予算・決算審査特別委員会は質問者ごとに分割

今後の展望

紙と併用している資料の取り扱いや理事者側との調整など、ペーパーレス化の推進、LINE



WORKS及び SideBooks活用方法の見直し、議会内のデジタルデバイドの解消などが課題と

なっている。今年度、活用状況アンケートを行い、活用状況を把握するとともに、より効

果的に活用できるよう運用の見直しを検討している。

〈２〉杉並区議会における AI 字幕表示

実施経過

令和５年３月、第１回定例会において全議員（47 名）による議案提出により「杉並区手

話言語条例」が制定され、４月１日施行となった。この条例を契機として議会中継を閲覧

する聴覚障害者への合理的配慮の一環として対応策の検討を開始した。

令和５年１０月、区内聴覚障害者５団体へ説明、更に令和６年５月、杉並区障害者団体

連合会へ説明を行い、令和６年第２回定例会より字幕表示の試行が開始されることとなっ

た。それぞれの説明は区議会事務局が担っている。

事業概要

聴覚障害のある方や聞こえづらい方にも議会中継をご覧いただける

ようにすることで、議会活動をより身近で分かり易いものとして伝え

ることを目的に、AI(人工知能)による

自動音声認識システムを活用し、議会

映像に字幕を表示。

対象は本会議のライブ配信としている。

事業経費 年間２,１２２,５６０円(税込)

AI 音声認識文字起こし支援アプリケーション利用料 月額 110,000 円(税込)

追加機器保守対応費用 月額 33,000 円(税込)

機器リース費用 月額 33,880 円(税込)

字幕システムの運用状況について

同音異義語が表示されるケースがある。いわゆる「ヤジ」などの不規則発言が発せられ

た場合、正当な発言者の発言内容に被り上書きされてしまうケースが見られる。早口また

は不明瞭な発言、マイクの正面からずれた発言などは、誤変換や字幕表示が中断するケー

スが見られる。一部 SNS の投稿において、当区議会の字幕システムに特定の用語を排除す

るフィルタリング機能があるかのように誤解して伝えられた。（現在はそのような機能はな

い。）など、いくつかの点において課題も確認されている。

そのため、運用担当者は当日の進行内容を確認し、人名など固有名詞が出てくる場合に

は事前に単語登録を行なっている。また、誤変換が多い用語等については適宜単語登録を

行なっている。（現在の単語登録数約 280）



区民等の反応

字幕があると条例や法律など難しい言葉が目で見て理解できるので分かりやすい。との

声がある一方、分かりやすくなったと思うが誤変換も多く見られ正確性に課題があるとの

反応もある。

５ 考察

現代社会において急速なデジタル化（DX 化）の進展は避けられない流れとなっており、

名寄市の行政や議会活動においてもその活用による効用が強く求められていると考えます。

DX の導入は業務の効率化のみならず、情報の透明性や市民とのコミュニケーションの向

上といった面でも大きな可能性を秘めており、特に議会の DX 化は議会運営や手続きを効

率化し、透明性や市民参加を向上させるための重要なツールになり得るものです。

オンライン委員会もその一環として、利便性の向上や出席率の向上を目指すことにつ

ながるものであります。名寄市においても、今後子育て中の議員や介護中の議員など様々

な環境の議員に対し、議員活動に可能性を持たせることができると考えます。

また、 AI 字幕システムは、議会中継をリアルタイムで分析し、発言内容を即座に文字

に変換し表示されることで、視覚的に情報を把握することができ聴覚に問題がある市民

にとっても議会中継がより理解しやすくなると考えます。

名寄市議会でも、平成２７年第１回定例会において議員提案の「名寄市みんなを結ぶ

手話条例」を全会一致で可決しています。課題はあるものの、この条例のもと聴覚障害

者への合理的配慮の一環として AI 字幕システムの有効活用を進めていくことは大切で

あると考えます。

【東京都青梅市】

報告者 髙野美枝子

視察先 東京都青梅市

日 時 令和 7年 7月 2日 10 時～11 時 30 分

場 所 青梅市議会

目 的 中心市街地活性化の取り組みについて

① 中心市街地活性化基本計画について

② 賑わい創出の実践事例について

③ 空き店舗活性化事業について

対応者 青梅市議会議長 山崎勝

青梅市議会事務局長 増田博司

青梅市議会次長 遠藤元希

青梅市地域経済部部長 渡部亀四郎 商工業振興課長 並木友道

青梅市商工振興課工業振興係長 加納康紀

青梅市商工振興課商工業振興課商業労政係長 森田京子

株式会社こーよ青梅事務局長 瀬尾卓麿

名寄市議会 山崎真由美 倉澤宏 髙野美枝子



青梅市の概要

１ 地理的条件

㎢昭和 26（１９５１）年市制施行。都心から西に約 50 ㎞に位置し、総面積 103,31 。面積

の 6割以上が森林で観光やレクレーションの場として賑わっている。東部には工業団地
があり製造業が市内産業を牽引している。

2 将来人口推計

2022年 131,123名。基本構想の目標年次である令和 14（2032）年 120,700名の維持
を目指す。

３ 地域産業の状況

場種別事業所数 卸売り、小売業２２％建設業 11,7％製造業 11,6％
付加価値額 医療・福祉 27.9％製造業 25，5％卸売業・小売業 18％

調査事項

1 中心市街地活性化の取り組みについて

① 中心市街地活性化基本計画について

【中心市街地活性化の課題】

中心市街地全体の課題

・多摩地域の他業務核都市に比べ、著しい人口減少、高齢化

・多摩地域の他業務核都市に比べ、弱い商業活力

・明確ではない具体的な青梅のイメージや要素

各地区の課題

青梅駅周辺

・減少傾向にある卸売・小売業の従業者数、年間小売販売額

・特に不便な日常のもより品の購入環境

・さらなるアピールが必要な地域資源

・市民や来街者が集うことが出来る施設の不足

東青梅駅周辺

・ニーズが高い飲食店・喫茶店

・バリアフリー化、ユニバーサルデザインの必要性

・駅前の商業・業務施設に求められる適切な活用策

2 中心市街地活性化の基本方針

【活性化の方針】

基本的考え方

人と人とのつながりを大切にする「粋」な人情と、商業・ものづくり・観光による持続的な

「活」力にあふれた、何度でも訪れたくなるとともに住み続けたいと思える「天国」のような、

居心地の良いまちを目指す。

【基本理念】

粋活（いきいき）タウン 青梅宿

・子育て世代から高齢者まで、みんなが健やかに暮らせるまち

・住む人、訪れる人が行き交うにぎわいのあるまち

・青梅宿の歴史と多摩川、永山丘陵の自然に触れながら歩けるまち



3 中心市街地活性化の基本理念

【粋活（いきいき）タウン青梅宿】

絆と歴史や自然を活かした、住みやすく、訪れたくなるまち

＊子育て世代から高齢者まで、みんなが健やかに暮らせるまち

・誰もが暮らしやすい住環境の形成

・地域のコミュニテイの場の形成

・公共交通によるアクセスの向上

＊住む人、訪れる人が行き交うにぎわいのあるまち

・日常生活に必要な商業店舗の充実

・個性のある魅力的な店舗の充実

・まちの魅力の情報発信

＊青梅宿の歴史と多摩川や永山丘陵の自然に触れあいながらぶらり歩けるまち

・回遊環境の向上

・歴史資源の活用

・交流とにぎわいの創出

【中心市街地活性化の目標】

目標 1 街なか居住の促進

目標 2 経済活力の向上

目標 3 回遊性の向上

4 中心市街地活性化基本計画における取組

・「青梅市中心市街地活性化基本計画策定委員会」

中心市街地の活性化に関する法律に基づく中心市街地活性化基本計画の策定につい

て必要な事項を検討する。委員はまちづくり経済部長以下１０人

・青梅市中心市街地活性化協議会

青梅商工会議所及び株式会社まちづくり青梅は中心市街地の活性化に関す る法律

に沿って、中心市街地活性化について共同で協議する会を設置する。

構成員は青梅商工会議所、株式会社まちづくり青梅、青梅市ほか。

・青梅市中心市街地活性化基本計画の終了後の対応

一般社団法人を設立し、これまでの知見や経験を活かし、対象エリアを市内全域に拡大

し事業を展開する。

5 地域の賑わい創出に関する取組

【一般社団法人こーよ青梅】

令和５年３月に青梅市中心市街地活性化基本計画（計画期間平成２８年７月から令和５年３月*

コロナの影響で 1 年間延長した）が終了。５月には青梅市中心市街地活性化協議会が解散し６

月に株式会社まちづくり青梅が解散。中心市街地活性化基本計画で得られた多くの知識や経

験を「青梅市全体」に活かしていくために、令和５年４月２８日に一般社団法人「こーよ青梅」を

設立。地域の多様な関係者に理事、監事を勤めていただきオール青梅体制で推進。

代表理事には副市長、理事は商工会議所会頭。

② 賑わい創出の実践事例について

・おうめマルシェ事業 商店街と連携し地元の買い物の場として駐車場で毎月開催。



・アキテンポ不動産事業 開業したい方と移住したい方の条件が合うよう調整

・駐車場事業 中心市街地内１０カ所の駐車場を運営

・新規事業 わかぐさマルシェ 公園でマルシェを開催し魅力的な店舗を知ってもらう。

③ 空き店舗対策事業について

【空き店舗対策事業】

・アキテンポ不動産事業 見学ツアーを開催し魅力を発信、新規開業を促進。

・かしおし不動産授業 開業を希望する方と物件所有者をマッチングし支援する。

・空き家店舗活用事業 独自で開発した物件を、商工会議所と連携し支援する。

【青梅市補助事業】

・商店街等活性化事業

昭和レトロ博物館の運営に補助金交付（1 件）

装飾灯（街路灯）維持管理費に補助金交付（１９４基分）

・商店街振興事業

青梅宿アートフェステバルをはじめ、各商店街が実施する地域の賑わい創出イべン等に補助

金交付（全１２事業）

・空き店舗活用事業

空き店舗を活用し事業を開始する創業者に対し施設改修費の一部に補助金交付（４件）

・創業者応援事業

創業支援センターで実施する「創業スクール」を受講した創業者に補助金交付（３５件）通常２

０万円、操業を機に市内に移住した場合は３０万円交付

考 察

青梅市の駅に予定より早い電車で訪れましたが、駅前には事務局職員と運転手さんがもう

待機しておられ、暑い中のお迎えに感謝と恐縮を覚えました。議長のあたたかい歓迎の挨拶を

頂き、全国競艇主催地議会協議会会長であることを知りました。青梅市は多摩川を使った競艇

をはじめとする様々なレジャー施設、そして全国的に有名な青梅マラソン、青梅市を訪れ中心

市街地活性化の取り組みを視察する事に期待しました。

青梅街道のまち青梅市は市役所が近い東青梅駅と青梅駅に分かれ街が発展し、街道沿いの

宿など古い家並みも多く、渓谷や神社等観光地も多くあり羨ましく思いました。近年は東京の

ベッドタウンとして機能し、食事やショッピングは地元ではなく通勤圏である東京都内で解決し

青梅は寝るだけの地域になってしまっていたそうです。このことに危機感を抱き解決の道を探

し中心市街地活性化に取り組んだとのことでした。

平成２８年７月から令和５年３月までの６年９カ月間、青梅市中心市街地活性化基本計画を進

め、基本計画の終了後令和５年４月２８日からは一般社団法人「＊こーよ青梅」が事業を引き継

ぎ発展させていました。事業の中に青梅商工会議所主催の創業スクールには失敗しない創業

のために、創業を志す方が知っておくべきことを分かりやすく学べる４講座があり創業後もお

うめ創業支援センターのサポートがあるから安心！と謳っていました。女性限定のママコース、

５０歳以上限定のシニアコース、創業を考えている全ての方のために基礎コース、創業内容や

操業日が決まっている方のための実践コースがあり１講座５００円と格安な受講料で創業に困

らないようアドバイスする複数の中小企業診断士、金融機関職員の方が講師を勤められてい

ました。



名寄市においても老朽化する空き店舗の活用、空洞化する商店街の整備等、中心市街地活

性化のための取り組みが今後も益々重要になってきます。

今回の視察を参考として政策に貢献していきたいと考えています。

＊こーよとは「来（き）なよ」という意味

・人が内外から集まって賑わいを創出

・オール青梅の体制でまちづくりを推進

・人と人、人とまちをつなぐ役割を担う

等の意味が込められている。

【埼玉県草加市】

そうかリノベーションまちづくりについて

【報告者 倉澤 宏】

日 時：令和７年７月２日（水） １５:００～１６:３０

場 所：草加市議会

対 応 者：草加市議会 武田 一夫事務局長

説 明 員：自治文化部 産業振興課 山田 賢治課長（兼 自治文化部参事）

自治文化部 産業振興課 森田 直希課長補佐

名寄市議会：高野美枝子 山崎真由美 倉澤 宏



【草加市の概要】

市制施行 昭和３３年（2,000 年中核市 2004 年特例市）

人口：２５２，４０５人

世帯数：１２８，２０７世帯

面積：２７．４６㎢ 人口密度：９，１９１人/㎢（R7.7.1現

在）

関東平野のほぼ中央部、埼玉県の東南部に位置し、市域の南

部を東京都足立区に接している。水と緑に恵まれた中川、綾瀬

川下流域にひらけた東西 7.24km、南北 7.6km、総面積 27.46平

方 kmの都市で、江戸時代に日光街道江戸から 2つ目の宿場町、草加宿として栄える。昭

和 33年 11月 1日、人口 3万 4878人で市制を施行。昭和 37年の東武伊勢崎線と地下鉄日

比谷線の相互乗り入れや、当時マンモス団地といわれた松原団地の造成等により、昭和 38

年に人口が 5万人を突破し、昭和 43年には、県下 8番目の 10万都市になる。 東京近郊

という立地条件の良さも相まって、昭和 50年代後半から人口は急激に増え、現在では 25



万人を超える都市となっている。現在マンモス団地といわれた松原団地も老朽化が進んで

いることから都市再生機構（ＵＲ）により解体、再開発が進められている。

【視察の概要】

１ そうかリノベーションまちづくりの概要について

① 事業実施に至った背景

東京のベットタウンとして栄えてきたが東武線駅前の商業地にマンションが乱立

し「市内に楽しむ場所がない」、「愛着がない」、「買い物も遊びもすべて市外」、「寝る

ためだけに帰る街」という状況が進み、以下の 4つの課題が浮き彫りになった

・市民間、世代間、市民と学生におけるコミュティの不足

・公共不動産に利活用の必要性

・都市型産業の不足

・寝に帰るだけのまち

地元に対する愛着の差からの交流の不足や、行政サービスの需要の増加とそれに伴

う歳出増加を支える公共不動産の利活用の推進、行きたい店・交流する場・ライフス

タイルに合わせた働く場の不足とアクセスの良さから生活の豊かさを周辺都市に求

めるなど、寝に帰るだけのまちといった課題を解決する方策として 2015年からリノ

ベーションまちづくりの推進をスタート。

② 議論経過

2013年に草加駅東口周辺ににぎわいを創出させ、「つよいまち草加」の実現を進め

るために草加駅東口にぎわい創出調査を実施、基本計画策定に向け庁内調整会議を設

置。あわせて、地域住民、町会、商店会、各種団体等にヒアリングを実施し計画策定

よりもまちの変化と実事業の推進を求める声を確認、2016年から草加駅周辺市街地

活性化事業として「リノベーションまちづくり」を実践していくことになる。

③ ４つの特徴

・収益性が高く、スピードが早い

→今あるものを活かし、新しい使い方をしてまちを変える

・民間主導の公民連携

→リノベーションまちづくりは民間主導でプロジェクトを興し行政が支援する

・都市・地域経営課題を複合的に解決

→遊休不動産という空間資源と地域資源を活用して民間自立型プロジェクトを



興し地域を活性化させる

・補助金にできる限り頼らない

→自立した経営基盤の構築を促す

２ 具体的事業の取り組みと効果について

① そうかリノベーションまちづくり構想

そうかリノベーションまちづくり構想では空間資源、産業・文化・歴史資源、人的

資源を掛け合わせ「暮らしのスタイルを創る１０のコンテンツ」を生み出し快適な暮

らしのスタイルの創造を目指し検討委員会に多くの市民が参画し公民一体となって

策定。

② そうかリノベーションまちづくり協議会

そうかリノベーションまちづくり構想実現のため検討委員会の委員を中心に 2016

年 5月に設立。リノベーションスクールから生まれた家守会社やそうかリノベーショ

ンまちづくりに共感する人などが加入して相互に協力をしながらリノベーションま

ちづくりを進めている。

③ リノベーションスクール

まちなかに実在する遊休不動産や様々な地域資源を活用してエリア価値の向上、地



域経営課題の解決につなげる事業及びプロジェクトの創出を目指す短期集中の実践

型スクール。受講生は 8名程度のユニットに振り分け対象案件を題材にプロジェクト

を検討、スクールマスターが進行しユニットマスターと呼ばれる各分野のプロフェッ

ショナルが参加しファシリテートを担う。プロジェクトを検討、スクール終了後も事

業化支援を通じ、さらなるブラッシュアップを図り事業及びプロジェクトの実現を目

指す。

３ 今後の展開について

① そうかミライ会議

令和 6年度のリノベーションスクールでは草加のまちの新たな魅力創出につなが

るプロジェクトを検討するプログラム「そうかミライ会議」と称して開催、ミライ会

議をきっかけとしてまちへの愛着と共感の輪をさらに広げていくことを目指す。

② マーケットの学校ｉｎそうか

背景が異なる様々な人たちが集まり、自分たちの暮らしやまちのことについてマー

ケットを主題に話し合う対話型のワークショップ。まちのことを考え、消費行動が変

わることでまちの暮らしや経済循環も豊かになり「顔の見える経済循環」の促進を目

指す。探求編ではマーケットの可能性について対話を重ね、実践編では参加者がコン

セプトを考えてマーケットを開催。

③ 企業版リノベーションスクール＠そうか

参加する企業同士がオープンイノベーションの観点を持ちながら連携、既存事業の

再構築や新規事業の創出を図りながら地域経営課題の解決を目指すスクール型実践

プログラムで本業そのものを持続・発展させることで地域貢献につなげることを目指

す。

また、企業自体がまちに関わり本業を地域貢献と直接つなげることで企業自体の価値

を高め、顔の見える経済循環の実現を目指す。



【考 察】

今回視察した際、草加駅前にはロ

ータリーやマルイ、イトーヨーカド

ー等の大型商業施設もあるものの、

平日の日中だったこともり人通りも

それほど多くなく、駅ビル含め、大型

商業施設もそれほどの賑わいは感じ

られなかった。

高度経済成長期の草加市は東京の

ベットタウンとして栄えてきた都市

で、東武線草加駅前は都市計画上の

商業地域となっており多くの商業施

設があり賑わいをみせていたとの

ことだが、現在の駅前は大型商業施

設以外の古い商店街には都市計画上の商業地域のままマンションが多く建設され、住宅

地として地価が高騰している。そうした中で「寝に帰るだけのまち」という課題を解決

しようと始まったのが「そうかリノベーションまちづくり」事業であり、皮革や浴衣、

せんべい等地域の伝統産業と奥の細道や草加松原など既存資源を活かし地域の活性化を

図る取り組みもおこなっている。

担当部署の産業振興課は商工係とリノベーションまちづくり推進係の二係しかなく、

特にリノベーションまちづくり推進係は会計年度任用職員を含め１２名の職員体制で業

務をおこなっているとのことで、この事業に対する市の思い入れが伝わってくる。担当

者から、この事業を推進するにあたり「再開発には１０年かかる、スピード感を重視し、

既存資源を活かしたまちづくりへと舵を切った」「民間の家守会社を中心にプロジェクト

を実行、融資の対する利子補給等は行っているが家賃や店舗改修等の創業支援に対する

補助制度はなく、自立した経営を持続させるため事業計画の段階から補助金に頼らない

自己資金での創業を基本としている。「事業を進めるにあたり行政は梯子を外さない観点

で支援を行っている」といった説明が印象的であった。昨年度末の段階でリノベーショ

ンまちづくりにより３０以上の店舗が開業しており、新たなまちの魅力とコミュニティ

が形成されている。

本市においても中心市街地の空洞化は深刻な状況で、中心街の活性化に向けた新たな

魅力づくりは急務となっている。本市には商工団体や不動産業、商店街、大学など産学

官金が連携できるベースはあることから、中心市街地の活性化に向けた新たな枠組みの

協議体を構築し、商業地域本来の用途として活用される施策づくりが有効と考える。中

心市街地の賑わいづくりについて、公共施設の整備などのハード事業によらない民間主

導の公民連携の重要性を感じた。

常設店にドリンクとうどんスタンドと地元のチョコ屋、ポップアップストア、貸
切イベントで利用できる屋外レンタルスペースが併設したコミュニティパーク





名寄市議会市民ネット議会報告・意見交換会概要報告

報告者 山崎真由美

名寄会場 日 時 令和７年１１月１９日（水）13時30分〜15時00分

会 場 名寄市民文化センター大会議室

参加者数 １６名（内議員３名）

議会報告（別紙資料のとおり）

参会者からの主な発言 ・一般質問の行政施策への反映状況について

・総合計画（第３次）策定に係る取組に年齢制限が設けられた状

況について

・J R名寄駅の乗り換えの不便さ（跨線橋の状況）について

・公共交通（コミュニティバス西回りの廃止と「のるーと名

寄」）の運行状況について

・公共施設（特に、名寄市民文化センターとふうれん地域交流セ

ンター）へのエアコン設置について

・中心市街地の活性化について

・人口減少を想定したまちづくりについて

・名寄市立大学の経営形態について

・町内会活動について

風連会場 日 時 令和７年１１月１９日（水）18時30分〜20時11分

会 場 ふうれん地域交流センター中会議室

参加者数 １７名（内議員３名）

議会報告（別紙資料のとおり）

参会者からの主な発言 ・ヒグマ情報の出し方、対応について

・猟友会会員の高齢化について

・総合計画（第３次）策定に係る取組に年齢制限が設けられた状

況について

・「しらかばハイツ」の待機者状況について

・「フロンティアハウス」の待機者状況について

・風連地区のデｲサービス統合（広域からのバス移動の状況）に

ついて

・農業政策（米価、農業後継者等）について

・中学校の部活動の地域展開について

・「Nスポーツコミッションなよろ」の状況について



名寄市議会市民ネット

議会報告・意見交換会

名寄会場 とき：令和７年１１月１９日（水）13時30分〜

ところ：名寄市民文化センター大会議室

風連会場 とき：令和７年１１月１９日（水）18時30分〜

ところ：ふうれん地域交流センター中会議室

〈 名寄市議会市民ネット 高野美枝子 倉澤宏 山崎真由美 〉

次 第 1.開会

2.代表者挨拶

3.議員自己紹介

4.報告

5.意見交換

6.お礼の挨拶

7.閉会



報 告（令和７年度）

定例会及び臨時会等における主な審議概要について

【第２回定例会での一般質問】

倉澤議員 ・中心市街地の将来ビジョンについて（中心市街地活性化と公共施設等再配置計画）

・教育行政について（市立小中学校の整備・適正配置、高等学校支援）

山崎議員 ・市民みんなが安心して健やかに暮らせるまちづくりについて（高齢者版ファミリーサポートセ

ンター事業）

・名寄市の教育行政（社会教育）について（地域との連携・協働による社会教育の推進）

【第３回定例会での一般質問】

山崎議員 ・安全安心快適な環境整備について（公共施設へのエアコン設置、ヒグマ対策）

・市民協働のまちづくりについて（まちづくりワークショップの開催）

高野議員 ・不登校児童生徒への対応について（教育支援センターと校内教育支援センターの利用）

・高齢化社会にやさしい施策について（空き家の状況）
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第２回臨時会（5月13日）

・令和７年度名寄市一般会計補正予算 名寄東中学校整備事業477,840,000円

第２回定例会（6月16日〜25日）

・主な条例改正 「名寄市都市公園条例の一部改正について」総務産業常任委員

会に付託

「名寄市立大学の授業料等徴収条例の一部改正」

第３回定例会（9月1日〜17日）

・令和６年度決算の審査

・加藤市長、「名寄市立大学の経営形態を2027年4月に公立大学法人へ移行を目

指して準備を進める。」と表明

・主な条例改正 「名寄市都市公園条例の一部改正について」

「名寄市新規就農者等に関する条例の一部改正」

「公益的法人等への名寄市職員の派遣等に関する条例の一部改正」



各常任委員会等の活動について

令和７年５月より、３常任委員会を２常任委員会に再編成しています。

現在の委員会所属と所管調査テーマ

直近の常任委員会での主な審議内容

総務産業常任委員会

・名寄市立大学の法人化について

・総合計画（第３次）の策定・推進について

・公共交通について コミュニティバス西まわり線を令和7年12月31日で廃止、「のるーと

名寄」へ集約

厚生文教常任委員会

・名寄東中学校整備事業について

・名寄市立総合病院上半期の収支について

・風連在宅老人デｲサービスセンターとデｲサービスセンターフロンティアハウスふうれんの統合

について -2-

総務産業常任委員会 （山崎真由美）

「地域活性化と賑わい創出を目指して 〜中心市街地の活性化に向けて〜」

名寄市の人口減少や経済の停滞は喫緊の課題。委員会テーマに基づき、夢のあるまちづく

りを目指して調査・研究を行います。

厚生文教常任委員会 （高野美枝子 倉澤宏）

「誰もが住みやすいまちづくり 〜教育・医療・福祉の充実〜」

年齢や性別、障がいの有無にかかわらず、すべての市民が住みやすく、安心して住み続け

られるまちづくりを目指して調査・研究を行います。

空き家や高齢者福祉・子育て支援といった生活に直結する課題はもちろん、小中学校の教

育環境向上や市立大学の未来、市立病院の経営、東病院のあり方など様々な課題に取り組

み、市民生活の向上に努めます。



行政視察について（7月1日〜3日）

1． 東京都杉並区「議会におけるD X化について」

議会のDX化は議会運営や手続きを効率化し、透明性や市民参加を向上させるための重要なツール

になり得るものであり、オンラインによる委員会もその一環として、利便性の向上や出席率の向上を

目指すことにつながります。今後子育て中の議員や介護中の議員など様々な環境の議員に対し、議員

活動に可能性を持たせることができると認識しました。

また、 AI字幕システムは、議会中継をリアルタイムで分析し、発言内容を即座に文字に変換し表

示されるため、視覚的に情報を把握することができ聴覚に問題がある市民にとっても、議会中継がよ

り理解されやすくなると考えます。

名寄市議会でも、平成２７年第１回定例会において議員提案の「名寄市みんなを結ぶ手話条例」を

全会一致で可決しています。課題はあるものの、この条例のもと聴覚障害者への合理的配慮の一環と

して AI字幕システムの有効活用を進めていくことは大切であると考えています。

2. 東京都青梅市「中心市街地活性化の取組について」

青梅市では、東京のベットタウンとして寝るだけの地域になっていることに危機感を抱き、中心

市街地活性化への取組が進められていました。

平成２８年７月から６年９ヶ月間進められてきた「青梅市中心市街地活性化基本計画」は、基本

計画終了後、一般社団法人「＊こーよ青梅」が事業を引き継ぎ発展させていました。

また、商工会議所主催の創業スクールには女性限定のママコースや50歳以上限定のシニアコー

ス、創業を考えている全ての人のための基礎コース、創業内容や操業日が決まっている人のための

実践コースがあり、１講座５００円と格安な授業料が設定されていました。

本市においても老朽化する空き店舗の活用、空洞化する商店街の整備等に対する今後の取組がま

すます重要になってきています。中心市街地活性化のための政策に活かしていきたいと考えていま

す。
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3. 埼玉県草加市「そうかリノベーションまちづくりについて」

高度経済成長期に東京のベットタウンとして栄えてきた草加市でありますが、現在の駅前は大型

商業施設以外の古い商店街には、都市計画上の商業地域のままマンションが多く建設され、住宅地

として地価が高騰しています。その中で「寝に帰るだけのまち」という課題を解決しようと「そう

かリノベーションまちづくり」事業が始まりました。結果、昨年度末の段階で３０以上の店舗が開

業し、新たなまちの魅力とコミュニティが形成されていました。

名寄市においても中心市街地の空洞化は深刻な状況にあり、活性化に向けた新たな魅力づくりは

急務です。本市には、商工団体や不動産業、商店街、大学など産官学金が連携できるベースがある

ことから、新たな枠組みの協議体を構築し、商業地域本来の用途として活用される施策づくりが有

効であると考えます。中心市街地の賑わいづくりについて、公共施設の整備などのハード事業によ

らない民間主導の公民連携の重要性を感じています。
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